
5賦課基準額
基礎控除額は、総所得金額等が2,400万円以下の場合は43万円ですが、2,400万円を超える場合は異なります。

福岡市国民健康保険料のお知らせ
福岡市国民健康保険料が決定しましたので、納入通知書または決定通知書を
送付します。お知らせをよくお読みいただき、保険料は納期限までに納めま
しょう。

ただし、次の場合は、後日、変更後の納入（決定）通知書を送付します。
●総所得金額等が変更になり、保険料が変更になる場合
●市外から転入した人で、前住所地の市町村へ所得照会を行った結果、保険料が変更
になる場合

●年度の途中で国保加入者が40歳になる場合
　40歳になると介護保険第２号被保険者になり、介護分保険料もあわせて納付することとなり
ます。

●保険料の納付方法が特別徴収または普通徴収に変更になった場合　など
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20,078円

18,882円
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×3.46％

10,334円
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×3.02％

10,431円
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基礎分 基礎分 基礎分

保険料で普通徴収による納付の場合
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【14,200 円】
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31日
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31日
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30日
31日
28日
31日

軽減対象の場合は、軽減額が記載されます。
（詳しくは P.５をご覧ください。）

所得割保険料の算定の基礎になる
金額です。

基礎
基礎

減免対象の場合は、
減免額が記載され
ます。（旧被扶養者
減免額を除きます。）

21   700
40   156
18   882
80   738
29   519

51   200

12   110
20   668
9   718
42   496
15   193

27   300

0
10   431
7   912
18   343
9   172

9   100
87,600  



令和６年10月末までに

令和６

令和　６年　７月　１日（月）
令和　６年　７月３１日（水）
令和　６年　９月　２日（月）
令和　６年　９月３０日（月）
令和　６年１０月３１日（木）

令和　６年１２月　２日（月）
令和　６年１２月３０日（月）
令和　７年　１月３１日（金）
令和　７年　２月２８日（金）
令和　７年　３月３１日（月）

または二次元コードからアクセスしてください。

金融機関やコンビニエンスストアのほか、クレジットカードやスマートフォン決済等※でも納付ができます。
（納付できる場所については、納付書の裏面に記載されています。）
※詳しくは福岡市ホームページ（「福岡市国保  キャッシュレス」で検索）をご覧ください。



令和5

7割

5割

2割

令和5

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋29.5万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者）＋10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋54.5万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者）＋10万円×（給与所得者等の数－１）

低所得世帯に対する均等割額と平等割額の減額

未就学児にかかる均等割額の減額

平等割額の減額

のことをいいます。

　国民健康保険から後期高齢者医療制度へ移行したことにより、国民健康保険の被保険者が１人
となる世帯については、基礎分及び支援分保険料の平等割額を５年間は２分の１減額し、その後の
３年間は４分の１減額します。
　ただし、世帯主が変わるなど世帯構成に変更があった場合は適用されません。

　倒産・解雇・雇い止めなどにより離職した人の保険料を届出により軽減します。
　離職日時点で65歳未満の人が対象です。（離職日が65歳を迎える誕生日の前々日までであること）

◆ 届出には雇用保険受給資格者証または受給資格通知が必要です。
　 紛失した場合は、ハローワークで再交付の申請ができます。

　国民健康保険に加入する未就学児（６歳に達する日以後最初の３月３１日以前である被保険者）
の均等割額を５割減額します。
　なお、未就学児の減額を受けるための申請は不要です。
　すでに、均等割額と平等割額の減額が適用されている場合は、当該減額後の均等割額の５割を
減額します。

　賦課期日における被保険者の所得の合計が、下表の基準額以下となる場合、均等割額と平等割額
が減額されます。
　減額は、世帯の合計所得で判定するため、国民健康保険の加入者全員の所得状況が判明してい
なければなりません。
　所得状況が判明していない被保険者がいる世帯主には、住所地の区役所または西部出張所保
険年金担当課から、「国民健康保険簡易申告書」をお送りしていますので、受け取られた世帯主は
必ず提出してください。

特定同一世帯所属者とは、

令和5
令和5

所得とは、収入金額から必要経費を差し引いた、各種所得控除（社会保険料控除など）を行う前の金額です。



出産（予定）被保険者の産前産後期間に係る所得割額と均等割額の減額

多子世帯

今年中とは、賦課期日の属する年を言います。
見込み所得とは収入金額から必要経費を差し引いた、各種所得控除（社会保険料控除など）を行う前の金額です。
すでに低所得世帯に対する均等割と平等割の減額等（P5）の適用を受けている場合は、減額割合を控除した率となります。
均等割額・平等割額については、資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの保険料を減免します。
15歳に達する日以降最初の3月31日以前である被保険者です。

　納期限を過ぎると督促状や催告書をお送りします。区役所（出張所）、国民健康保険ご案内事務局から納付確
認の電話や SMS が届きます。
　同事務局からの電話は、平日の午前９時～午後９時、土・日・祝日も実施しています。

医療機関

中学生以下※5の子どもが2人以上いる場合
（減免事由に該当する世帯からの減免申請は
不要です）

平等割額

所得割の全額及び

　出産する予定又は出産した被保険者に係る、産前産後期間相当分の所得割額と均等割額を
届出により減額します。
　産前産後期間相当分とは、出産（予定）日の属する月の前月から、出産（予定）日の属する月の
翌々月までの計４か月分です。（多胎妊娠の場合は、出産（予定）日の属する月の３か月前から、出
産（予定）日が属する月の翌々月までの計６か月分です。）

◆ 妊娠85日以上の分娩が対象です。（流産、死産、早産及び人工妊娠中絶も含みます。）
◆ 令和６年１月以降の産前産後期間相当分にかかる、出産被保険者の所得割額と均等割額が
対象です。

低所得世帯に対
する減額

※5

● 督促状・催告書の送付、電話やSMSによる納付確認

平等割額

　災害、失業、倒産、その他の事情により保険料の納付が困難になったときは、申請により保険料の減免を受けられる
場合があります。詳しくは、住所地の区役所または西部出張所保険年金担当課にご相談ください。
　保険料の減免申請は、令和７年３月28日（金）までに行う必要があります。



医療機関

申請することで、払い戻されます。

※5　令和２年５月25日で通知カードが廃止されましたが、通知カードに記載された住所・氏名等が住民票と一致している場合は、番号
　  　確認書類として利用できます。
※6　令和６年 12月２日以降、有効な保険証をお持ちでない場合は「資格情報のお知らせ」や「資格確認書」等により資格の確認を行います。

※５

※６

代理人が手続きをする場合は、世帯主からの委任状、世帯主の身元確認書類

保険料の納付は口座振替が原則です。各区役所（出張所）保険年金担当窓口では、
保険年金担当窓口にもあります。

出産一時金および葬祭費の支給については、

保険料の計算方法・減免

修学のため、市外に住所を移すとき

長期の入院や施設入所のため、市外に住所を移すとき

在学証明書または学生証の写し

●国保の手続きには本人確認（マイナンバーの確認と身元の確認）が義務づけられています。次の書類を持参してください。
届出については、パソコンやスマートフォンからオンラインでできるものがあります。詳しくは、福岡市ホームページでご確認ください。

※

６

※

６
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1,438億円 1,438億円

212,600世帯

73,999円
25,473円
67,712円

197億円

386,811円

291,200人

その他
31億円
2.2%

その他
25億円
1.8%

保健事業費
10億円
0.6%

県に納める国保
事業費納付金
440億円
30.6%

病気などに
かかったときの
医療費を支払う
ための費用
957億円
66.6%

医療費と同額の
県からの交付金 等
965億円
67.1%

一般会計繰入金
197億円
13.7%

保険料収入
※滞納繰越保険料含む
251億円
17.4%

基礎分

基礎分

基礎分

基礎分

平等割

平等割


